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1.は じめ に

法制審議会被収容人員適正化方策に関する部会(以 下、「被収容人員適

正化部会」 と呼ぶ)は 、諮問第77号 且の調査審議のために新たに設置され

た部会であ り、第1回 会議は2006年9月 に開催 された。3年 以上に及ぶ被収

容人員適正化部会の会議では、諸外国の関連諸制度の現状を参照 しつつ2、

社会奉仕を義務付ける制度の導入の当否や中間処遇の在 り方、保釈の在 り

方についての議論が交わされた。最終的に同部会は、2009年12月 の第26回

会議において、「刑の一部の執行猶予制度」と 「社会貢献活動を特別遵守

事項 とする制度」を法整備するのが相当であるとの報告を法制審議会総

会に行 うことを全会一致で決定してお り3、現在、社会内処遇に関しては、

この2つの制度が最も立法化に近い状況にある。

わが国でのこのような状況を踏まえると、諸外国の社会内処遇の現状 を
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改めて確認することは、社会内処遇を巡る今後の議論のために必要かつ有

用であるといえる。そこで、本稿では、被収容人員適正化部会でも触れ ら

れた諸外国のうち、アメリカにおける社会内処遇について、特に電子監視

(electronicmonitoring)と 社会奉仕命令(communityserviceorder)の 現

状を概観 してい くこととする。その際には、電子監視や社会奉仕命令の問

題点に対 し若干の検討を加え、わが国での議論の参考としたい。

2.電 子 監視

(1)導 入とその背景

現在、電子監視は欧米を中心に多くの国々で採用 されている4が、刑事

司法分野で電子監視を活用 しようと試み、初めてそれを実行に移 したのは

アメリカである。アメリカにおける電子監視郷入の試みは1960年 代に始 ま

り5、1980年代 に一応の結実を見る。1983年 、ニュー ・メキシコ州アルバ

カーキ(Albuquerque)でJackLove判 事が電子監視付在宅拘禁命令を言い

渡 したことにより電子監視は初めて試行 され6、これ以降、電子監視導入

の動きが俄かに加速 してい くこととなった7。1日 当たりの電子監視対象者

の数 も増加の一途を辿 り、1988年 に2,277人8だ った対象者数は、1998年 に

は95,000人9と な り、2008年 には16万 人mに 達している。

アメリカにおいて電子監視が急速に普及していった要因の1つ に、過剰

収容(over・crowd㎞g)問 題がある。1980年 代、増加 し続ける刑務所人口

は既に看過できない レベルに達 しており、拘禁刑の代替 となる手段の登場

が求められていた11。電子監視は、この問題に対する解決策として強 く期

待されていたのである。他にも、民間企業(電 子監視装置製造会社)の 積

極的な売 り込みがあったこと、電子監視技術 ・概念の発農があったこと12

などが、電子監視の普及を促進 した要因 として考えられている13。
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(2)実 施の現状

電子監視は、その性質上、刑事司法分野の様々な場面で適用の余地があ

る。そのため、一口に電子監視 といっても、国により、また州により、そ

の内容を大きく異にする。

刑事司法分野で用いられる電子監視は、大 きく社会内処遇としての電子

監視 と施設内処遇 としての電子監視Mと に分けることができる。 さらに前

者は、その性質に応 じて、①保釈の条件としての電子監視15、②拘禁刑宣

告後の代替 としての電子監視、③様々な矯正プログラム(プ ロベーショ

ン・パロール ・在宅拘禁等)の 一部としての電子監視の3つ に分類 される。

アメリカで利用 されているのは、主に①や③ の電子監視である且6。また、

近年では、④満期釈放者に対する電子監視が広く用いられるようになって

きている。この新たなタイプの電子監視は、フロリダ州で2005年 にいわゆ

るジェシカ ・ランスフオー ド法(JessicahlnsfordAct)17が 制定 されたの

を契機に利用されるようになったものである。

以下では、プロベーション(probadon)対 象者、在宅拘禁等(community

contro118)対 象者、パロール等(postp肖sonreleasel9)対 象者 をその対象

としているフロリダ州の③の電子監視2°を例に、アメリカでの電子監視の

現状を概観していくこととする。

a同 意 ・費用負担

アメリカでは、電子監視を行う際に、原則として対象者の同意を得る必

要がある。対象者の同意は、電子監視を行う際の前提条件であるのと同時

に、後述のように、電子監視の合憲性の根拠の1つ にもなっている。通常

は、施設内で拘禁されるよりも電子監視に付されていて も社会内にいられ

る方が良いと考えられていることか ら、対象者か ら同意を得るのはそれほ

ど困難ではないとされている2:。

さらに、アメリカでは、対象者に対 して電子監視に関する費用の負担 を
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求めるのが一般的である。 フロリダ州においても、電子監視を実施するに

当た り生 じる費用 を、その総額を超えない限度で対象者か ら徴収 してい

る。 この費用は、プロベーション等の費用とは別に課 されている認。電子

監視費用、プロベー ション等の費用は、月平均でそれぞれ64ド ル、38ド ル

であ り、対象者の負担は軽 くはない23。仮に電子監視対象者が費用の支払

を怠った場合、裁判所やパロール委員会(ParoleCommission)等 により、

プロベーションやパロール等が取 り消 される可能性がある24。

ただ し、一定の場合には、電子監視費用やプロベーション費用等の一部

または全部の支払いが免除される。費用の減免事由としては、対象者が費

用 を支払 うのに十分な収入を得られる職に就 くことがで きなかったとき、

対象者が学生であるとき、対象者が働 く上でのハ ンディキャップを抱えて

いるとき、対象者には扶養すべき家族がお り、費用の支払いが著 しく困難

であるときなどがある25。電子監視費用、プ回ベーション等の費用の支払

いを全額免除されている者は、それぞれ全体の約3分 の1に上る%。

b対 象者

電子監視に付すか否かは、対象者の身体的 ・精神的状態(ペ ース ・メー

カー利用の有無や対象者の性質等)を 勘案 して決められる。電子監視の対

象者は、少年であると成人であるとを問われない。また、罪名別に見 る

と、かつては性犯罪者は対象とされないのが一般的であった"が 、現在で

は性犯罪を犯 した者に対しても電子監視が広 く用いられている。

フロリダ州で電子監視に付されている者の数は、電子監視導入の初期 を

除 くと、数年前までほぼ横ばいの状態が続いていた。1993・94会計年度か

ら200405会 計年度にかけての平均対象者数は1,568人であ り、この間に対

象者の数が2000人 を越えることはなかった%。 しかし、2005年 制定の ジェ

シカ ・ランスフォー ド法により満期釈放者に対する電子監視が始め られた

こともあり、近年では対象者数が2000人 を越えるようになっている。2010
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年3月 末に現 に電子 監視 に付 され ている2,473人29の う ち、約半数 の1,147人

が 、 同法 に基 づ きGPS(GlobalPosidoningSystem)方 式 に よる電 子監 視

に付 され てい る。 なお、電子監視 の方式 にはRF(RadioFrequency)方 式

とGPS方 式 の2種 類 が あ り3°、現 在で も、他の州 ではRF方 式 に よる電 子監

視 が広 く活 用 され て い る31が、 フロ リダ州 で はほ とん ど全 ての対 象 者が

GPS方 式 に よる電子監視 に付 されて いる窺

対象者 の内訳 を見 ると、2005年3月31日 の 統計(以 下、「2005年 統 計」 と

呼 ぶ)お 時 に電 子監 視 に付 されてい た686人 の うち、 プロベー シ ョン対象

者は144人(21.0%)、 在 宅拘禁等 対象者 は475人(69.2%)、 バ ロー ル等対象

者 は67人(98%)で あ り、在宅拘禁等対 象者が最 も多 くなっている。 これ

に対 し、 最新統 計(2010年3月31日 の統 計)訓 では、電子 監 視対象 者2,473

人 の うち、プ ロベー シ ョン対象者 は1,592人(644%)、 在 宅拘 禁等対象者 は

594人(24.0%)、 パ ロー ル等 対 象者 は287人(11ゐ%)と な って お り、 プ ロ

ベー シ ョン対象者の割合が著 しく増大 している。

また、 両統 計 は、性 犯罪 を犯 した者 の割合 で も大 き く異 な ってお り、

2005年 統 計 で は37.3%で あ った性 犯罪 者 の割合 は、 最新 統計 では60.9%に

まで跳 ね上 が ってい る。 さ らに、2005年 統 計時、性 犯罪者 で最 も多 か っ

たのが在 宅拘禁 等対 象者(51.6%)で あ り、以下、 プロベー シ ョン対 象者

(328%)、 パ ロー ル等 対象 者(15.6%)と い う順 に なっ てい たが、 最新 統

計で は、 プ ロベ ー シ ョン対象者(79.4%)が 最 も多 く、在宅拘 禁等対 象者

(10.2%)と パ ロール等対象者(10.4%)が ほ ぼ同数になっている。

両統計 の比較か らは、わず か5年 で電子 監視の対象者 の割合等 に大 きな

変化 が生 じて いるこ とが見て取 れる。プ ロベー ション対象者や性犯罪者の

割合が増 大 した理 由は必ず しも明 らかで はないが、その 変化 の背景 に は、

2005年 に一定 の性 犯罪 者に対する電子監視について規定する ジェシカ ・ラ

ンス フォー ド法が制 定 されたこ とがある と推察 される。
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c取 消 ・完了

電子監視対象者が何かしらの違反を犯した場合、対象者は電子監視を取

り消 され、施設に収容 されることとなる。ただし、違反があった場合に必

ずプログラムが取 り消 され、対象者が直ちに施設に収容 されるわけではな

い。例えば、パロール対象者にあっては、その違反はパロール委員会に報

告され、その後に、電子監視を継続するのか、遵守事項を変更するのか、

あるいは、パロールを取 り消 して対象者を刑務所に収監するのかがパロー

ル委員会で最終的に決定 されることになる。したがって、対象者がプ回グ

ラムを完了 したか らといって、その者が、プログラム期間中に1度 も違反

を犯さなかったことを意味するものではない点には留意すべきである。

電子監視に付 されていない者 と付 されている者 とのプログラム取消率

を比べ ると、総 じて電子監視対象者の方がその率が低 くなっている。重

罪(felony)を 理由 とす る取消率は、前者が6.1%で あるの に対 し、後者

は、RF方 式の電子監視対象者で1.6%、GPS方 式の電子監視対象者で0.8%と

なってお り、電子監視対象者の取消率は、非電子監視対象者のそれの半分

以下に留 まる。軽罪(misdemeanor)、 技術的違反を理由とする取消率の

場合 も同様の傾向が示されてお り、非電子監視対象者、電子監視対象者

(RF方 式)、 電子監視対象者(GPS方 式)の 取消率はそれぞれ、軽罪 を理

由とするもので2.3%、0£%、0.1%で あ り、技術的違反を理由 とす るもので

22.0%、10.2%、4.5%と なっている聞。

このように、統計上、電子監視の方が非電子監視 よりも高い確率でプロ

グラムを完了 していることが示唆されている。この点からすると、電子監

視は、'従前の処遇に比 して非常に効果的な方策である といえそ うである。

ただ し、電子監視対象者 と非電子監視対象者とでは、対象者の人数や罪

名、その比率等を異にしているため、取消率の差だけを理由に両者の優劣

を決することは適当ではないであろう。両者を比較する際には、取消率だ

けでなく、プログラム期間中の違反の有無やその頻度等についても考慮す
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べきである。そうすると、電子監視が他のプログラムに比べてどの程度優

れているかについては、なお検討の余地があるといえる。

(3)利 点 と問題点

a利 点 ・問題点

電子監視のメリッ トには、国家 ・市民に対するものと、対象者に対する

ものが考えられる。国家 ・市民のメリットと解されるものに、過剰収容対

策、刑務施設の管理 ・運営のための費用の削減、対象者に対する監視の強

化 と監視の利便性の確保、多様な処遇の確保、再犯の抑止と社会の安全確

保がある。対象者のメリットとしては、拘禁による心理的 ・身体的負担の

除去 ・緩和、スティグマ(s樋gma)の 回避、対象者の社会生活の維持や対

象者 と社会との統合 ・再統合の促進などが挙げられる36。

これらの利点は、電子監視導入の誘因とな りうるであろう。 しか し、他

方において、電子監視導入後もフロリダ州の刑務所人口は毎年のように増

加しており37、電子監視が過剰収容問題に対する決定的な解決策になりう

るとは言い難い状況にある点に鑑みると、上記の他のメリッ トについて

も、期待された通 りの形で国家 ・市民、あるいは、対象者が享受 しうるか

を再考する必要があるように思われる。

これに対 して、電子監視のデメリットには、国家 ・市民の ものとして、

技術的制約(機 器の故障のリスク認等)、 リアル ・タイムでの規律不能性が

ある。 また、対象者にとってのデメリットとしては、プライバ シー侵害や

平等権侵害 といった人権制約の危険、電子監視を受けていることによる心

理的負担、ネッ ト・ワイ ドニ ング(neレwidening)の 危険、負担の家庭へ

の転換39が挙げられる。さらに、最近行われるようになった満期釈放者に

対する電子監視については、特に対象者の人権 との関係において、そのよ

うな電子監視を正当化 しうる理論的根拠は何かが問題となってこよう。

以上のメリット・デメリットは、アメリカ独 自のものというわけではな
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く、多 くが電子監視に固有の利点であり、問題点である。 したがって、わ

が国で電子監視導入の是非 ・当否が検討される際にも、同様に議論の場に

登場することが予想される点であるといえる。そこで、これらの問題点の

うち、わが国においても特に問題 となって くると考えられる人権制約の問

題について、以下で簡単に触れることとする。

b合 憲性

電子監視によってもたらされるプライバシー権侵害や 自由の制約につい

ては、電子監視装置が利用可能になる前でさえ意識されていた40。電子監

視が導入されてから数十年の月日が流れたものの、現在 までの ところ、電

子監視の合憲性について争われた判例は見当た らない。 しか し、今後、裁

判において顕在化することが予想 される問題がい くつかある。

1つが、アメリカ合衆国憲法修正14条 に関する問題である。上述のよう

に、アメリカでは電子監視を行う際に原則として対象者に費用負担 を求め

ているが、このことが、平等権の保護を謳った修正14条 違反を惹起する可

能性がある。すなわち、電子監視対象者に費用負担を求めるシステムの下

では、経済的に貧 しい者が電子監視を受けることができなくな り41、その

ことが平等権侵害を構成することにもな りかねないのである。修正14条 違

反を回避するには、支払能力に基づ くスライ ド制を導入するなどして、無

収入者 ・低収入者であっても電子監視を利用 しうる体制を構築することが

必要になって くると解 される42。

他にも、電子監視はプライバシー権をはじめとす る人権を不当に制約 し

ているのではないか、また、電子監視は残虐で異常な刑罰に当た り修正8

条に違反するのではないかも問題となって くる43。アメリカでは、これ ら

の問題の解決を、対象者の同意と電子監視が主に拘禁刑の代替手段である

点に求めているようである。つまり、①電子監視 を行う際には対象者の同

意を要件としているが、電子監視対象者は電子監視 を行う際に生じる人権
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制約に対 しても同意 していると解されること、②拘禁刑に比 して電子監視

の方が人権制約の程度は小 さいことを理由として、人権侵害や修正8条 違

反の問題を回避するのである。 しか しなが ら、以下で示す ように、これら

の理由付けが電子監視の合憲性 を完全に担保するとは言い切れない。

①に関しては、同意しなければ拘禁されるという状況にあって、対象者

が自由な意思に基づいて電子監視に同意 したといえるかには疑問が残ると

いうべ きである。実質的には強制となっている可能性 も否定できないこと

からすると、対象者の同意が形式的に存在することだけをもって合憲性判

断の決定的な理由付けとすることはできないと考えられる44。

② に関しても同様に疑義がある。確かに、電子監視によるプライバ シー

等の人権制約は、施設内処遇においても同様に課されることが予想 される

ものであ り、電子監視に付 されることによって新たな人権制約が課 される

わけではないばか りか、電子監視の方が人権制約の程度は小 さいともいえ

る。しか し、人権制約の程度がより緩和 されていることだけを理由に、権

利制約を正当化 しうるかについては疑問な しとしない45。また、仮にそれ

が正当化できるとしても、この正当化根拠は、電子監視は拘禁刑の代替手

段であ り、その対象 となるのは本来であれば刑務所に収容されるべ き者で

あった という前提に依拠 している点に留意する必要がある46。もし、ネッ

ト・ワイドニングの危険が現実化 して、本来であれば施設収容の必要のな

い者にまで電子監視が付 されていた場合には、②は前提 を欠き、妥当 しな

いというべきである。そのような情況の下では、電子監視による人権制約

の程度 と比較 されるべ きは、社会内にいる他の者の人権制約の程度であ

る。比較の結果、電子監視による人権制約の程度が大 きいと考え られる場

合には、修正8条 違反が問われることになるのは避けられないであろう。

以上のように、電子監視に関する合憲性の基盤は必ずしも強固なもので

はなく、再検討の余地を残 していると解されるのである47。
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3.社 会奉仕 命令

(1)導 入 とその背景

「刑事政策における二〇世紀最後のアイデア」48とも評 される社会奉仕命

令が初めて立法化されたのは、1972年 のイギ リスにおいてである49。社会

奉仕命令は、実施に移 されてから数年でイギ リス全土に普及 し50、さらに

海を渡 り、他の多 くの国々にも輸出されるようになった。1980年 代には、

30国 ほどで社会奉仕命令が導入されていたといわれている5且。

一般に社会奉仕命令の母国はイギリスとされているが、刑事司法制度の

中で社会奉仕を活用しようとする試みは、イギリスでの法制化以前にも各

国で見 られる52。アメリカで初めて社会奉仕が用い られたのは、1966年 の

カリフォルニア州 アラメダ(Alameda)・ カウンティにおいてである。 こ

の地で行われた試みは、経済的に貧 しい交通違反者の女性達 を助ける目的

で、彼女達に社会内での無報酬労働を命 じるものであった53。この試みが

人々の注 目を集め、社会奉仕プログラムは、次第にアメリカ全土へ と普及

してい くことになる。現在、社会奉仕命令は、州においてはもちろん、連

邦において も導入 されてお り、その利用が、司法および矯正の領域で図ら

れる傾向が顕著になっている殊

アメリカで社会奉仕命令が普及 していった要因の1つ に、電子監視と共

通のものがある。すなわち、過剰拘禁問題の存在を背景 として、刑務所人

口削減の期待を社会奉仕命令は担わされたのである。このような期待は、

他の国々でも広 く共有されている55。さらに、社会奉仕命令が犯罪者のよ

り効果的で安価な処遇方法た りうる高度の潜在的可能性を有 していると考

えられたことや、社会奉仕命令に対する期待が1984年 の包括的犯罪統制法

(ComprehensiveCrimeControlActof1984)の 制定により強められたこと

などが、社会奉仕命令発展の要因として挙げられている56。
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(2)実 施の現状

社会奉仕は、電子監視と同 じ様に、刑事司法分野の各段階で利用 しうる

柔軟性 を備えている。そのため、社会奉仕には様々な形態のものがある。

その性質に応 じて社会奉仕を分類すると、①起訴猶予の条件 としての社会

奉仕、②刑罰としての社会奉仕 、③矯正 プログラム(プ ロベー ション ・

パロール等)の 条件としての社会奉仕などに分けることが可能であ り、 ど

の社会奉仕を採用しているかは、国や州によって異なっている。

連邦における社会奉仕は、刑としてではな く、プロベーシ ョンの付加

的な条件として対象者に命じられている57。州においても、一般には③ の

社会奉仕が行われているが、刑罰 としての社会奉仕が行われている州 も

存在する。カリフォルニア州がその1例であ り、同州の刑法典(California

PenalCode)に は、プロベーションの条件としての社会奉仕認だけでな く、

刑罰としての社会奉仕59についての規定も置かれている。

以下において、アメリカでの社会奉仕命令を取 り巻 く状況を見てい く。

a対 象者の選別

社会奉仕命令は、少年 ・成人、貧困層 ・富裕層、初犯 ・常習犯の別なく

適用することがで きる60。また、社会奉仕は、ホワイ ト・カラー犯罪や企

業犯罪を行った自然人だけでなく、企業 自体にも言い渡すことが可能であ

りα、アメリカでは、企業に対 し社会奉仕を命 じた実例が存在する62。

このように社会奉仕命令の適用対象は広範囲に及んでいるが、全ての犯

罪者がその対象 となるわけではない。社会に脅威 を与えるような者、例え

ば、薬物依存やアルコール依存の者、強姦等の性犯罪の前科がある者、身

体ない し精神に重大な問題を抱えている者などは、社会奉仕を命 じるには

相応 しくないと考えられている聞。

社会奉仕の対象者の選別は、主に、プロベーション・オフィサーの提出

した判決前報告書(pre-sentencereport)に 基づき、裁判所がその当否を
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判断するという手順で行われる。対象者を選別し、その者に社会奉仕命令

を言い渡すに当たっては、対象者と地域社会の双方に対す る配慮が必要と

なる。例えば、対象者が社会奉仕に対する適格性を有 しているかは、その

者の態度 ・特技 ・才能や犯罪の重大性などを考慮 した上で判断されなけれ

ばな らない。 また、特定の犯罪や対象者に対する公衆の態度や地域社会に

及ぼす社会奉仕の影響についても検討されなければならないのである倒。

慎重な検討を経 た上で、対象者に対し社会奉仕を命 じるのが適当である

と判断された場合であっても、対象者に社会奉仕命令を言い渡すには、電

子監視の場合 と同様に、対象考から同意を得る必要がある。さらに、検察

官の同意が必要とされる場合 もある65。

b社 会奉仕の時間数

社会奉仕命令において対象者が求め られるのは、一定時間の無償労働を

行うことである。そのため、社会奉仕命令の対象者にとっては、拘禁刑を

命 じられた受刑者にとっての刑期のように、 自らが従事 しなければならな

い社会奉仕の時間数は大 きな関心事といえる。

社会奉仕の時間数に関しては、それ未満では社会奉仕に携わる機関の活

動が不十分かつ非効率的になって しまい、 また、それを超えれば対象者が

命令に従 うことを期待できな くなる一定の時間数が存在すると考えられて

いる66。したがって、社会奉仕命令を用いる場合には、命令可能な時間数

の上限と下限が予め設定されているのが望ましい というべ きである。

社会奉仕で命 じうる時間数については、ガイ ドラインや条文等により一

定の枠が設けられ、あるいは、それが示唆されているのが一般的である。

連邦では、連邦量刑ガイ ドライン(Feder組SentencingGuidelines)に 「社

会奉仕は、一般に、400時 間を超えて課されるべ きではない」 との注釈が

付されてお り67、社会奉仕命令の時間数に上限が設定されている。ニュー・

ヨーク州 も、社会奉仕ス タンダー ド(CommunityServiceStεmdards)に
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上限に関する定めが置かれている。同スタンダー ドでは、時間数の上限が

犯罪の等級に応 じて細か く分けられて規定されてお り、社会奉仕を命 じる

ことができる時間の上限は、最長でも500時間までとされている68。

ガイ ドラインやスタンダー ド等にではなく、条文に時間数についての定

めがあるものとして、カリフォルニア州の例を挙げることがで きる。同州

の刑法典には、時間数の上限はもちろん下限についての定めもあり、 さら

に、社会奉仕が行われるべ き期間についての規定 も置かれている。例え

ば、カリフォルニア州刑法典640.5(a)(1)は 、政府機関や公共交通機関

等の設備 ・乗物 に修繕に250ド ル以上の費用のかかる落書を行った者に対

して、1000ド ル以下の罰金、及び、授業 ・就業時間外に180日 間で48時

間以上200時 間以下の社会奉仕を命じる。また、その者に落書等の前科が

あった場合には、同刑法典640.5(b)(1)に より、6月 以下の拘禁、 さら

に選択的あるいは併科的に2000ド ル以下の罰金が科せ られると伴に、プロ

ベーションの条件 として、授業 ・就粟時間外に350日 間で96時 間以上400

時間以下の社会奉仕を命 じられる場合がある。

cプ ロベーション ・オフィサー

社会奉仕に関してプロベーション・オフィサーが果たすべ き役割は、社

会奉仕命令の決定からその実行に至るまで広範囲に及んでいる69。

社会奉仕の決定段階においては、プロベーション ・オフィサーの主な任

務は、調査及び報告を行うことである。上述のように、裁判所が対象者に

社会奉仕を命 じるか否かを判断する際には、プロベーション ・オフィサー

作成の判決前報告沓が参考にされてお り、プロベーション ・オフィサー

は、対象者の選別に少なからず影響を及ぼしているといえる簿。

社会奉仕の実行段階におけるプロベーション・オフィサーは、決定段階

以上に極めて重要な役割を担っている。プロベーション ・オフィサーは、

社会奉仕の実行前 ・中において、対象者やボランティア機関等 と緊密に行
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動を共にしてお り、その役割は多岐に渡る。

プロベーション ・オフィサーが対象者に対 して行 うのは、主に面談 ・配

置 ・監視 ・監督である。プロベーション ・オフィサーは、社会奉仕を実施

するに当たり対象者 と面談 し、社会奉仕活動の趣旨や義務の確認 を行う。

裁判所が命じた目的を考慮 して、どの社会奉仕活動にどの対象者を割 り当

てるかを決めるのも、プロベーション ・オフィサーの役割である。そし

て、彼 らは、定期的に社会奉仕の現場を訪れ、対象者の活動の様子を監視

し、対象者が適切に社会奉仕活動を行えるよう対象者を監督する。

社会奉仕を実施するに先立ち受入機関を探すことも、プロベーション・

オフィサーに課せ られた仕事の1つ である。社会奉仕は、いかなる規模の

ものであっても、運営機関を必要とする。一般に運営機関は非営利かつ非

政治の団体でなければならず、その代表例がプロベーション機関とボラン

テ ィア団体である71。プロベーション ・オフィサーは、ボランティア団体

等を訪れ、社会奉仕の場所 を確保するための活動を行っている。その際に

彼らは、団体の職員に社会奉仕の内容や趣旨を説明し、社会奉仕が どのよ

うに行われ、社会奉仕において必要とされるものは何かを団体の職員に理

解させなければな らない。

さらに、プロベーション ・オフィサーは、裁判所に対 し、社会奉仕活動

の実施状況についての報告を行っている。社会奉仕活動が適切に行われて

いるか、あるいは、対象者に違反がないかといった情報は、プロベーショ

ン ・オフィサーを通 じて裁判所にもたらされる。

d取 消 ・完了

社会奉仕を命 じられた対象者には、履行すべき義務が課せ られている。

それにもかからず、対象者が遅刻や不出頭 を繰 り返 し、あるいは、十分に

社会奉仕を行わないなどの義務違反を犯した場合、対象者には一定の制裁

が加えられることになる。制裁には、対象者を懲戒 し、社会奉仕を適切に
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行 うよう促す ものから、社会奉仕プログラムの取消まで様々なものがあ

る。そのため、違反があったとしても、必ず社会奉仕プログラムが取 り消

されるわけではない。この点は、電子監視の場合と同様である。

社会奉仕命令の完了率は、一般に高い値が示されている。ニュー ・ヨー

ク州で2009年 に社会奉仕活動 を行っていた対象者は8,039人 を数えるが、

そのうちの5,839人 が社会奉仕命令を無事に完了している72。対象者全体に

対す る割合では、社会奉仕の完了率は72.6%と なる。ただし、社会奉仕対

象者8,039人 には、成功 ・不成功を問わず期間中に社会奉仕 を終了 してお

らず、その後 も奉仕活動を継続 している者等の数 も含まれている。そ こ

で、それらの者を除外 し、期間中に社会奉仕の完了や打切 りといった一定

の結果が生 じた者を母数 として社会奉仕活動の完了率を計算すると、その

率は87.5%に も達する(以 下、このような計算 に基づ く社会奉仕命令の完

了率を、便宜上、「実質完了率」と呼ぶ)。

ニュー ・ヨーク州では全体 として高い実質完了率が示されているが、他

方、実質完了率 を地域毎に比較す ると、地域によってその率 に有意な差

が生 じていることが見て取れる。例えば、エセックス(Essex)や ハーキ

マー(Herkimer)等 においては実質完了率が100%で あるのに対 し、シマ

ング(Chemung)、 オスウェーゴ(Oswego)、 ナイアガラ(Niagara)で

の実質完了率は低 く、それぞれ64.3%、68.7%、69.2%と なっている。実質完

了率に地域間で30ポ イント以上の開きがある点に鑑みると、社会奉仕命令

は、地域的な差異が生 じやすいという特性を備えているといえる。

(3)利 点 と問題点

a利 点

社会奉仕命令は、以下に示す ように、対象者、社会、被害者、そ して、

裁判所のそれぞれに対する利益を有 していると考えられている73。

対象者にとって社会奉仕命令は、拘禁よりも緩和された制裁である点、
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仕事に従事 し、家族との関係を継続 しうる点、仕事上の経験や技術を得ら

れる点、社会復帰の機会が与えられる点、 自己の尊厳を高めることがで き

る点などで有益である。これらの利益は、対象者 自身にも自覚 されてい

る。実際に社会奉仕活動を行った対象者は、社会奉仕活動を通 じて経験す

ることができたものとして、新たな技術を習得 し、自己発展の機会を得 ら

れたことといった上記の諸点の他に、他人を助けることができたことや新

たな人と知 り合う機会に恵まれたこと、 さらには、受入機関からの援助を

得られたこと等を挙げている74。

社会にとっての利点としては、無償労働を獲得できること、刑務施設の

運営費用 を削滅で きること、矯正プロセスへ参加する機会を得 られるこ

と、犯罪者に対する否定的な心象を改める機会になることが指摘できる。

また、社会奉仕が目に見える形で対象者に加 えられる制裁である点や 自

ら犯 した罪に対する責任か ら対象者は逃れられるものではないということ

を十分に知 りうる点は、被害者が社会奉仕命令を肯定的に評価する要素 と

なっている。ただ し、社会奉仕命令は、必ずしも被害者の存在を前提 とし

ているわけではな く、いわゆる被害者なき犯罪においても用いることがで

きるという特色を有 している75。

最後に、裁判所にとっての利益 として考えられているものとして、社会

奉仕命令が公正かつ経済的な制裁であるだけでなく、刑罰の代替であ りな

が らも刑罰の有する目的に適合的である点がある。社会奉仕命令の目標 ・

対象 ・方向性は、他の制裁 と同様に、刑事司法システムの全般的な理念に

調和 しなければならないとされている76が、社会奉仕命令 は、刑罰の有す

る目的に適っていると解されている。

b問 題点

これに対 して、社会奉仕命令の問題点としては、運用面に関する問題

点、数に纏わる問題点等、以下の諸点が指摘 されている。
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まず、運用面に関する問題点として、地域により社会奉仕の実施状況に

ばらつ きが見られる点が挙げ られるπ。社会奉仕は、対象者を選別する割

合やその完了率において地域差が生じやすい。例えば、当該地域において

社会奉仕の受入機関を確保することが困難であるために、社会奉仕を対象

者に命 じることがそもそもできないという事情は、対象者の選別において

地域差が生 じる要因の1つ となっている78。

また、社会奉仕活動を行 う際に、対象者と受入機関の職員等の間に トラ

ブルが発生 しやすい点 も、社会奉仕の運用面に関する問題点であるといえ

る79。社会奉仕活動を成功裏に終えられるかは、社会奉仕の趣 旨と義務 を

理解し、活動を適切に行うことを期待される対象者の資質に負 う部分が大

であるが、同時に、対象者に直に接 し、対象者 と行動を共にする受入機関

の職員の適切な対応に負っている部分も小さくない。そのため、社会奉仕

を完遂させるためには、対象者はもちろん職員にも、社会奉仕の趣旨を理

解し、それに沿った適切 な行動をなすことが求められるのである。

社会奉仕命令には、数に纏わる問題点がいくつか存在する。そのうちの

1つが、社会奉仕を命じることができる時間数の問題である。上述のよう

に、アメリカでは、ガイ ドラインや条文等に時間数の上限等に関する規定

が置かれているのが一般的である。ただし、ガイ ドライン等に時間数の規

定があることと当該時間数が合理的であることとは別次元の問題であると

いえる。したがって、時間数につきガイ ドライン等が作成されるべ きであ

るとの議論とは別に、定められた時間数が適切で合理的なものであるかに

ついても、慎重に検証する必要があるように思われる。

さらに、数に纏わる問題点として、等価の問題が指摘される。等価の問

題は、社会奉仕が拘禁刑の代替としての役割を有する際に生 じてくる。こ

れは、社会奉仕 を拘禁の代替として命 じる場合に、1日 の拘禁が何時間の

社会奉仕に相当するのかを問題とするものであ り、その比率 については、

公正 と衡平の観点から確定しておく必要があると考えられている80。また、

(龍法'10)43-1.244(244)
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等価の問題は、社会奉仕を罰金刑の代替 と位置付ける場合 にも生 じて く

る。この場合に問われるのは、1時 間の奉仕活動が何 ドルに相当するのか

である。そ して、その判断の前提 として、金額の基準 とすべ きは最低賃金

か、平均賃金か、それとも対象者の通常の時間給かも問題となってくる。

社会奉仕命令の問題点としては、他にも、プライバシー等の人権侵害の

危険があること、ネッ ト・ワイ ドニングの危険が存在すること、拘禁刑の

代替手段 として十分な機能を果たし、過剰拘禁の緩和に寄与 しているか疑

問であることが指摘 される。これらは電子監視と共通するものであ り、し

たがって、電子監視での議論のいくつかがここで も当てはまる。例えば、

拘禁に比べてより緩和された処遇であることだけを理由に、社会奉仕命令

の導入や社会奉仕に伴う人権制約を正当化できるかは疑問があるというべ

きである81。特に、ネット・ワイ ドニングが現実化 した場合には、正当化

はより困難になると解される。また、社会奉仕命令の導入後 も刑務所人口

は増加傾向を示 している点からすると、社会奉仕命令が過剰拘禁問題に対

する解決策になっていると断定することもできないというべきである。

以上のように、社会奉仕命令には多 くの問題点が指摘されている。これ

らの問題点の多 くは、電子監視の場合と同じ様に、アメリカ独 自のものと

いうわけではなく、社会奉仕命令に固有の問題点である。その意味で、こ

れ らの問題点のい くつかは、「社会貢献活動を特別遵守事項 とする制度」

の立法化が図られ ようとしているわが国においても、同様に議論の場に登

場 し、その検討が行われるべ きものであるといえる。

4.お わ りに

アメリカにおける電子監視と社会奉仕命令は、その導入か ら急激な発展

と拡大の傾向を示 してきた。現在では、両者は、アメリカの刑事司法 ・矯

正の場において市民権を得るに至ってお り、電子監視 と社会奉仕命令が広
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く用 い られる傾 向は、今後 もしば ら くは継 続 してい くことが予想 される。

この傾 向が 永続 的 なもの となるか否か は、電子監視 と社 会奉 仕命令が抱

える利点 と問題 点が どの ように処理 されるか にかか って くる とい える。す

なわち、一方 において両者が有す るとされ る利点が今 後 も存 続 し、他方 に

お いて問題点 に対 す る解決が将来的 に図 られ るの であれば、電子監視や社

会奉仕命令 は、ア メリカ社会 にお いて益 々盛 んに活用 され続 ける ことにな

るで あろ う。 したが って、両者の利点や問題点 に対す る検 討は、 アメ リカ

で の電子監視 や社 会奉 仕命令の現状 を把握す るに留 ま らず 、それ らの行 く

末 を見定 める上 で も重 要かつ必要な ものであ るとい える。

また、その検討 は、わが国の ように電子監視や社会奉仕 命令を未だ採用

していない国々に とって も、今後、それ らの制度の導 入の当否を判断す る

際の手がか りとな りうる点 にお いて有意義 なもの となる。 その意味におい

て も、 アメ リカにおけ る電子監視 と社会奉仕命令 に対す る検討の必要性 と

重要性が認 め られ るのであ り、 アメ リカでの両制度 の動 向 とそれ らに対す

る議論 の行方が、今 後 も注 目され るところであ る。

1諮 問第77号 は、「被収容人員の適正化を図るとともに、犯雛者の再犯防止及

び社会復帰を促進するという観点から、社会奉仕を義務付ける制度の導入の当

否、中間処遇の在 り方及び保釈の在 り方など刑事施設に収容 しないで行う処遇

等の在 り方等について御意見を承りたい」とする。

2被 収容人員適正化部会では、イギリス、 ドイツ、フランス、アメリカについ

ての報告がなされた。その内容については、それぞれ、同部会第6回会議議事録

(http://www.mol君ojp/content/000003778.pdf)、 同7回 会議議事録(http:〃www.

mol君ojp/content/000003780ρdf)、 同8回 会議議事録(h雛p://www.mql.gojp/con

tent/000003782.pdf)、 同9回 会議議事録(http:〃www.moj君ojp/content/00000378

apdf)参 照。

3具 体的内容については、要綱(骨 子)案(http:〃www.mol君ojp/shingil/

091222-1-2.htm1)参 照 。なお、同要綱(骨 子)案 は、2010年2月24日 に 開催さ

れた法制審議会第162回 会議において全会一致で原案通 り採択され、直ちに法

務大臣に答申することとされた。同会議の内容については、議事録(h㏄p://

www.mol.gojp/content/000036301.pdf)参 照。

4砥 子監視導入国には、イングランド・ウェールズ、スウェーデン、オランダ、

(龍法'10)43-1,246(246)
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カ ナ ダな どの 欧 米 諸 国 の ほ か 、 オー ス トラ リア 、 ニ ュ ー ジー ラ ン ド、 南 ア フ リ

カ 、 シ ン ガ ポ ー ル な どの オ セ ア ニ ア ・ア フ リカ ・ア ジ ア の 国 々 が あ る 。Kath

Dodgson&EdMortime鴫H伽 θD8勧"o〃Cπ 吻 ω一7ぬ8Ff灯'y珍 αfげ0ρ6名 罐o",

110Researc甑Findingsl,1(1999),http://www.homeoffice.govきuk/rds/pdfs/

rllO.pd£

5試 み の 第 一 歩 は 、 ハ ー ヴ ァ ー ド大 学 の 心 理 学 者RalphKSch輔tzgebe1博 士

に よ る 電 子 監 視 装 置 の 考 案 で あ っ た。Sch輌tzgebel博 士 に よ る 電 子 監 視 装 置

の 開 発 及 び そ の 研 究 は 、 必 ず し も刑 事 司 法 分 野 に 電 子 監 視 を 導 入 す る こ と だ

け を 意 図 して 行 わ れ た も の で は な か っ た が 、 博 士 自 身 は 、 「特 別 な 安 全 装 置

が あ れ ば 、 あ る 種 の常 習 犯 を 長 期 的 に拘 禁 す る 代 替 法 と して こ の シ ス テ ム を

利 用 で き る で あ ろ う」 と刑 事 司 法 分 野 へ の 電 子 監 視 の 尋 入 を 予 測 して い た。

RalphKSchwitzgebe1,E'8`'猶o〃 ゴd朋 ω α"o"f"酌 θB醜 ω'oπ71S`fθ"`εs'∠4(h〃 如

Rε5ρo〃ε必潔鋼y,22AmehcanPsychologist364,365(1967).

6そ もそ もこ の 試 み は、Love判 事 が 、 コ ミ ッ ク 『ス パ イ ダ ー マ ン』 の 中 で 主

人 公 ス パ イ ダー マ ンが 悪 役 に よ り追 跡 用 の 送 信 機 を腕 に付 け ら れ る と い う エ

ピ ソ ー ドに 培 想 を 得 て 、 監 視 装 置 の 設 計 と 製 造 を 元 警 察 官 のGossに 依 頼 した

こ とに 端 を発 す る。FrancisM.Timko,E'ε`'π7〃f`1吻 〃f∫o痂姻08〃1M"B⑳ απ'

Go〃ρ2武sσ∫'oπεω5'〃」Loρθ4"4(70∬,17JournalofProbadonandParolel5,15-16

(1986).

7例 え ば 、 阜 く も翌1984年 に は 、 フ ロ リ ダ 州 パ ー ム ・ビ ー チ(PalmBeach)・

カ ウ ン テ ィで 、 電 子 監 視 を用 い た継 続 的 な プ ロ グ ラ ムが 運 用 され て い る。 藤 本

哲 也 「諸 外 国 の 刑 事 政 策』(中 央 大 学 出 版 部 、1996年)181頁 。

8AnnesleyKSchmidt,E'θ`∫ 名o"ゴ6翅o纏o廟g潮 伽 ∫Doθ3云舵Lゴ'θπ吻 猶27セ〃恥2,

62(2)FederalProba"onlO,11(1998).

9NationalLawEn勲)rcementandCorrectionsTbchnologyCenteち κgψ ∫㎎ 丁始α`々

げE'θ6伽o痂`M∂"f如 κπ8'1(1999),http:〃wwwjustnet.org/Lists/JUSTNET%20

Resources/Attachments!859/Elec-MoniしpdL

10MatthewDeMichele&BrianPayne,6励"4ε アS妙8漉 εfoπ""海 酬 θo'70〃ゴc

7セcゐπo'ogrGo鋭 〃3κ"ゴ砂Co倉 名θ6∫ゴoη∫」配εεoκ2℃θ17(2nded.2009),httP://www.apPa・

neLorg/eweb/docs/appa/pubs/0SET_2.pdf.

lll980年 代 の ア メ リ カ にお け る過 剰 拘 禁 の現 状 とそ の 対 策 な ど を紹 介 す る もの

と して 、 ア ル バ ー ト ・J・ リー ス(宮 澤 節 生=渡 邊 眞 男 訳)「 ア メ リ カ合 衆 国 に

お け る 刑 務 所 過 剰 拘 禁 一 そ の 原 因 ・結 果 ・対 策 」 ジ ュ リ ス ト863号(1986年)

62頁 以 下 参 照 。

12商 業 用 の 電 子 監 視 装 置 は1980年 代 初 期 まで 利 用 可 能 で は な か っ た た め 、 電

子 監 視 の 分 野 で は、 し ば ら く概 念 が 技 術 に 先 行 す る 状 態 が 続 い て い た。38θ

」.RobertLmy&RichardABa11,ノLB7fげ 」¥まs如η0ゾ 」飾 駕sθノレ擢s'α"4」 ε'26'名o"f`

ル10〃ゴ'oガ㎎,13N.KyとLRev343(1987).

13瀬 川晃 「犯 罪 者 の 社 会 内処 遇 』(成 文 堂 、1991年)404頁 以 下 、 藤 本 ・前掲 註

(馳法'10)43-1,247(247)
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7・182頁 。

14ア メ リ カ に お け る 刑 務 所 内 で の 電 子 監 視 の 利 用 に つ い て紹 介 す る も の と し

て 、 赤 田 実 穂 「ア メ リカ に お け る 刑 務所 内 電 子 監 視一ICタ グ を 用 い た 受 刑 者 管

理 の 実情 一 」 犯 罪 と罪 行146号(2005年)147頁 以 下 参 照 。 刑 務 所 内 電 子 監 視 が

使 用 され る 主 な 旧的 は 、① 逃 走 防 止 、② 職 員 及 び 被 収 容 者 の安 全 の 増 加 、 ③ 事

務 の 合 理 化(訴 訟 資 料 作 成 の 容 易 化 、 職 員 配 置 の 削 減 、 被 収 容 者 デ ー タ管 理 の

一 元 化)で あ る
。

15Sε θTimo山yPCadigan,E'ε`吻"ゴ61吻 瞬o廟g謡 」陀48π 霧JP短f廟JRθ'θ4sθ,55(1)

FederalProbation26(1991).保 釈 の 条 件 と して の 電 子 監 視 を わ が 国 で 導 入 す る

こ と は 、 無 罪 推 定 法 理 と の 整 合性 の 点 で 疑 問 が あ る と指 摘 す る もの と し て、 豊

崎 七 絵 「未 決 拘 禁 は何 の た め に あ る か 」 刑事 立 法 研 究 会 編r代 用 監 獄 ・拘 置 所

改 革 の ゆ くえ 」(現 代 人 文 社 、2005年)24頁(脚 注15)参 照 。 ま た 、 水 谷 規 男

「未 決 拘 禁 の 代 替 処 分 」 刑 事 立 法 研 究 会 編 「代 用 監 獄 ・拘 置 所 改 革 の ゆ くえ 』

(現 代 人 文社 、2005年)109頁 も、 導 入 に は 否 定 的 な 見 解 を 取 っ て い る。

16こ れ に 対 して 、 イ ング ラ ン ド ・ウ ェ ー ル ズ、 ス ウ ェー デ ン、 オ ラ ン ダな どの

国 々で は 、 主 に② の 電 子 監 視 が採 用 され て い る。HansJoergAlbr㏄hちE7θ`f名o廊

ルfo"ffo廟9ゴ π加70ゆ θ詣45駕 卿翅αη α"4!篭ss{巡s翅ε"f6ゾ」R808"'D8〃8妙2π ε鳩 」"'加

鞠4'Fπ3〃 謬8"o幻を8π41翅 ρ'θ〃昭π'α"o"qノ 」瞬ε`fm髭'`1吻"露o〆"g(2005),http:!!

www.mpicc.de/shared/data/pdf/albrechしpd£

17同 法 は 、性 犯 罪 を犯 した 者 の う ち 一 定 の 者 に 対 して 、 生 涯 に渡 る電 子 監 視 を

行 う とす る。3θ2FloddaStatutes94Zl405(10).2005年 以 降、 性 犯 罪 を犯 した

者 に 対 す る 電 子 監 視 に つ い て 規 定 した 法 律 が、 州 ・連 邦 レベ ル で 制 定 さ れ て

い る。Ma睦hewDeMicheleetaL,、4C召 〃ヵ7β 醐8"`伊B硲84PblfげS飢(携,26〃

β1θ`fzo"f61吻 〃ゴ如アゴ"g伽 ノM〃α"'α82s,Pmδ 石ε鋭s,50(1)S㎏teNews26,27(2007).

18communitycontro1と は、 週 末 拘 禁 ・休 日拘 禁 を 含 む 在 宅 拘 禁 を指 す 。

19postprisonreleaseと して は 、 パ ロー ル の 他 に 、condi恒onahdeaseやaddiction

recoveryが あ る。

20S8εFioridaS吐atutes948,11(Electronicmonitoringdevices).フ ロ リ ダ州 議 会 が

同 条 項 に基 づ き電 子 監 視 を 承 認 した の は、1987年 の こ とで あ る 。

21被 収 容 人員 適 正化 部 会 第9回 会 議 議事 録 ・前 掲 紬2・ll頁 。

2258θFloridaStatutes948.09(2).

23WmiamBaleseta1,,!1Qπ σπ'伽"〃8α 癩Qκ σ」惚 だびe乃55εεs耀"'げE'ε`'郵o"ゴ`

ハ面"ゴ`o廟g102・103(2010),http:〃www.crimi聡ologycente鶴 ㎏u.edu/p/pdf/EM%20

Evaluation%20Fina1%20Report%20拓or%20NU.pdL

245θ θFlorid融Smtutes948.09(3).

2550εFloridaS惚tutes948」)9(3)(a)・(9).

26WmiamBaleseta1.,sゆ 瓶note23,at102-103

27瀬 川 ・前 掲 言注13・394頁 。

28FloridaDepartmentofCorrections,湾R8ρ07'o"Rα4foF78gκ ε〃のF(Rlの
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ル血〃f,o㎡πぽ α"4C'oゐ αJP∂3ゴだo〃f㎎5αfε〃ゴ'ε(GPS)ル 勧露銘o露㎎14(2006),http:!/

www.dc.state.n。us/pub/gpsrf/2005/gpsr正pd£

29FloridaDepartmentofCorrections,ル ∫o〃塀yS'8'μ8Rθ ρoff、Mσ κゐ2010

,(コo加徽 πf砂Sゆ 〃〃まsfo〃bρ 駕'σ'ゴo"Sμ〃捌oη(2010),http://www.dc.stat(L且.us!

pub/spoP/2010/03/100apdL

30両 方 式 の 差 異 は 、 所 在 確 認 だ け で な く行 動 監 視 を行 え るか 否 か に あ る。RF

方 式 の 躍 子 監 視 は所 在 確 認 に 用 い う る が、GPS方 式 の 電 子 監 視 と異 な り行 動 監

視 を行 う こ とは 出 来 な い 。

312009年 末 に ア メ リ カで 行 わ れ て い た 砥 子 監 視 は、RF方 式 に よ る 電 子 監 視

が108,912件 、GPS方 式 に よ る 電 子 監 視 が91,329件 で あ っ た 。SoεMatdlew

DeMichele&BrianPayne,sゆ 名onotelO,at17.

32現 在 、 フ ロ リ ダ州 でRF方 式 の 電 子 監 視 に 付 され て い る者 は 、全 電子 監 視 対 象

者 の28%(2,473人 中69人)に 過 ぎ ない 。Sθ θFloddaDepar㎞entofCorr㏄dons,

ε妙 π写note29な お 、GPS方 式 の 電 子 監 視 に もAcdve方 式 とPassive方 式 の2種 類

が あ る が 、Passiv凸GPS方 式 の電 子 監 視 対 象 者 数 は 、2006年8月31日 の 統 計 に 掲

載 され た の を 最 後 に 、 フ ロ リ ダ矯 正 局(FloridaDepartmentofCorrecdons)の

統 計 資料 に 掲 載 され な くな っ た こ とか ら、 現 在 で は 、GPS方 式 の 電 子 監 視 は 全

てAc伽 ←GPS方 式 で な さ れ て い る と推 測 さ れ る 。

33FloridaDepartmentofCorrections,Mo"塀yS如 勉 εR砂07'」M〃`彪2005

Co〃3鋭2`"ゴ砂Sμ ρ27〃'sゴoπPゆρμ'4だo"Sμ 初〃20名y(2005),http://www.dc.statefLus/
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